
福島市関係人口創出・拡大のための中間支援団体育成事業費補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 福島市関係人口創出・拡大のための中間支援団体育成事業費補助金（以下「補助

金」という。）は、民間団体が行う経済交流を視野に入れた福島市（以下「本市」とい

う。）の関係人口創出・拡大のための事業のうち、特に関係人口創出・拡大の実現性が

高く、将来の自立性が見込めるもの（以下「補助事業」という。）に対して、その経費

の一部を本市が補助することにより、首都圏の住民等と本市住民等とのつながりを築

き、新しい人の流れをつくることで、持続可能で活力ある地域づくりを目指すものであ

る。 

 

（通則） 

第２条 補助金の交付に関しては、福島市補助金等の交付等に関する規則（平成１４年３

月２９日公布、福島市規則第２０号。以下「規則」という。）の定めによるほか、この

要綱の定めるところによる。 

 

（補助金の交付対象事業） 

第３条 補助金の交付対象は、次の各号のいずれにも該当する事業とする。 

（１）民間団体が実施する首都圏の住民等と本市住民等とのマッチング支援等の取組

で、その取組が他の地域や事業者の参考となるもの。 

（２）関係人口の創出・拡大に資する取組として、地域を牽引するモデル性を有するも

の。 

（３）複数の地域において実施が見込まれる具体的な取組のうち、特に早期の自立・自

走により効果発現が期待できるもの。 

（４）将来的に広範な横展開が期待できるもの。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付対象

としない。 

（１）他の補助金等と重複する場合 

（２）申請経費の内容や補助金の使途が不透明な場合 

（３）内容が同一とみなされる事業について、同一団体への４回目の補助金交付とみな

される場合 

 

（補助金の交付対象者） 

第４条 補助金交付の対象となる者は、次の各号のいずれにも該当する団体とする。 

（１）関係人口の創出・拡大に取り組む民間団体（本市外の団体を含むが、地方公共団

体が事務局を務める団体は除く)で、内閣府の「中間支援組織の提案型モデル事業」



等の募集要件である法人化も見込める団体であること。 

（２）補助事業を的確に遂行する組織、人員等を有していること。 

（３）補助事業を円滑に遂行するために必要な経営基盤を有し、かつ資金等について十

分な管理能力を有していること。 

（４）市税等の滞納がないこと。 

（５）本市からの補助金交付等停止措置又は指名停止措置が講じられている者ではない

こと。 

（６）過去３年以内に情報管理の不備等を理由に本市との契約を解除されている者では

ないこと。 

（７）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第 77 号)第２条

第２号に規定する暴力団ではないこと。 

（８）暴力団又はその構成員(暴力団の構成団体の構成員を含む)若しくは暴力団の構成

員でなくなった日から５年を経過しない者が所属していないこと。 

（９）破壊活動防止法(昭和27年法律第240号)第４条に規定する暴力主義的破壊活動を行

ったか、行うおそれがある者ではないこと。 

 

（補助金の額等） 

第５条 補助金の額は、本市の予算の範囲内において、補助事業を実施するために必要な

経費のうち、補助金交付の対象として認める経費（以下「補助対象経費」という。）の

３分の２の額を上限とし、１事業当たりの補助限度額は、５０万円とする。  

２ 前項の規定により算出した補助金の額に、１０００円未満の端数が生じた場合は、こ

れを切り捨てるものとする。 

３ 補助対象経費は、下記の表に掲げるものとする。 

補助対象経費 設備備品費、消耗品費、人件費、諸謝金、旅費、借料費、外注費、委

託費、印刷製本費、会議費、通信運搬費、光熱水料、その他（諸経

費） 

 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする民間団体（以下「交付申請者」という。）は、市

長が別に定める日までに、規則第４条第１項による補助金等交付申請書（規則 様式第

１号）に次の各号に掲げる必要書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（１）事業計画書（別記様式Ａ） 

（２）収支予算書（別記様式Ｂ） 

（３）その他市長が必要と認める書類 

 

 



（補助金の交付決定） 

第７条 市長は、補助金等の交付申請があったときは、規則第５条により当該申請書の内

容を審査し、補助金を交付すべきものと認めたときは、交付申請者に補助金の交付決定

を行うものとする。 

 

（交付決定通知） 

第８条 市長は、前条の規定による補助金の交付決定を行ったときは、速やかにその交付

決定の内容及びこれに条件を付した場合にはその条件を交付決定通知書により交付申請

者に通知するものとする。 

 

（補助金の交付） 

第９条 補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、規則第１７

条第２項により補助金等交付請求書（規則 様式第４号）を市長に提出しなければなら

ない。 

２ 市長は、規則第１７条第１項ただし書きにより、補助金等交付請求書（規則 様式第

４号）に基づき補助金を交付する。 

 

（補助事業等の内容変更等の手続き） 

第１０条 交付決定者は、規則第６条第１項第１号又は第２号の承認を受けようとすると

きは、補助事業等変更（中止・廃止）承認申講書（規則 様式第２号）及び次の各号に

掲げる必要書類を市長に提出しなければならない。ただし、補助対象経費の２０％以内

の変更及び補助目的に関係のない細部の事業計画変更は、この限りではない。 

（１）変更事業計画書（別記様式Ｃ） 

（２）変更収支予算書（別記様式Ｄ） 

（３）その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、補助事業の中止及び変更、改善を指示できるものとし、その場合、交付決定

者は前項の規定に基づき手続きを行う。 

 

（実績報告） 

第１１条 交付決定者は、規則第１４条により実績報告書（規則 様式第３号）に必要書

類を添えて、市長に報告しなければならない。 

 

（交付決定の取り消し） 

第１２条 市長は、規則第１８条第１項第１号から第３号に該当すると認めるときは、補

助金の交付を取り消すことができる。 

 



（補助金の返還） 

第１３条 市長は、前条により補助金の返還の必要が生じたときは、規則第１９条により

補助金の返還を命ずるものとする。 

 

（会計帳簿の整理等） 

第１４条 交付決定者は、補助金の収支状況を記載した会計帳簿その他の書類を整備し、

会計年度の翌年度から起算して５年間保存しておかなければならない。 

 

（委任） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

 

 附 則 

（施行期日等） 

 この要綱は、令和５年３月２４日から施行し、令和５年度分の補助金から適用する。 

 

 


